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気象庁システムと
支援センターシス
テムの配信準備

気象庁では、緊急地震速報の高度化と迅速化による地震被害の軽減を目的
として、新たな手法（IPF法及びPLUM法・ハイブリッド法）の導入を順次進め
る計画です。

平成28年7月 気象庁地震火山部

H30(2018)年度H27(2015)年度 H28(2016)年度 H29(2017)年度

緊急地震速報の技術的改善スケジュール

▲

▲
電文形式確定
(H26年度末)

▼許可の方針
(案)提示

開発・デバッグ、
動作確認・ランニング

新規予報資料を用いた
地震動予報業務

現行の緊急地震速報(警報)(予報)

ＩＰＦ法の準備

ＰＬＵＭ法・ハイ
ブリッド法の準備

地震動予測手法
（気象庁）

時期
年度

月

既存電文の一部変更

新規予報資料の配信

地震動の
予報業務許可

配
信
準
備

▲

▲
配信電文
提供
(ｵﾌﾗｲﾝ)

現行の手法 ＩＰＦ法を活用
ＩＰＦ法・PLUM法を活用
（ハイブリッド法）

ＰＬＵＭ法・
ハイブリッ
ド法の運用
開始

導
入

新規予報資料を正式提供試行提供

緊急地震速報(警報)(予報)
の電文を一部変更試験配信

切替え（併行配信はできない）

動作確認・ランニング開発・デバッグ

導
入

運用開始
時期を説明

１年間

▲

▲
サンプル
電文提供

パブリック
コメントを
経て決定


